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会    議    録 

会 議 の 名 称 
第１０期新座市期高齢者福祉計画・介護保険事業計画及び第１期

認知症施策推進計画の策定に係る公聴会 

開 催 日 時 
午前・午後 １時００分から 

令和８年８月３日（月） 

午前・午後 １時３５分まで 

開 催 場 所 市役所本庁舎３階  ３０１・３０２会議室 

出 席 委 員 

（新座市介護保険事業計画等推進委員会） 

山口由美委員長、任セア副委員長、田部哲也委員、猪俣鉄也委員、

番場双葉委員、新野雅俊委員、小糸ちえみ委員、稲垣一久委員、

松本敏裕委員、時田京子委員、笹川二三子委員 計１１名 

（新座市認知症施策推進委員会） 

小島美里委員長、富井友子委員、堀越洋一委員、畠田はづき委員 

計４名 

事 務 局 職 員 

いきいき健康部長 平野、いきいき健康部副部長 平岩、介護保

険課長 栗山、介護保険課副課長兼介護給付･事業者係長 金山、

介護保険課副課長兼介護予防係長 鈴木、介護保険課介護給付･

事業者係 山根、介護保険課介護給付･事業者係 外立、介護保険

課介護予防係 武村、介護保険課介護予防係 髙村、介護保険課

介護予防係 寶利、長寿はつらつ課長 加藤、長寿はつらつ課副

課長兼安心サポート係長 加藤 計１２名 

会 議 内 容 

１ 開 会 

 

２ 公述人の意見発表（５名） 

 

３ 閉 会 

   

会 議 資 料 

 

 

・第１０期高齢者福祉計画・介護保険事業計画・第１期認知症施

策推進計画の策定に係る公聴会 

【公述人一覧表：敬称略】 

公開・非公開の別 
１  公 開  ２  一 部 公 開  ３  非 公 開 

（傍聴者  ４人） 

そ の 他 の 

必 要 事 項 
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審議の内容（審議経過、結論等） 

 

１ 開会 

  山口由美委員長より、開会の挨拶 

 

（山口由美委員長） 

  皆様こんにちは。新座市介護保険事業計画等推進委員会の委員長を務めさせて

いただいております、十文字学園女子大学の山口と申します。よろしくお願いい

たします。令和８年度から、新座市第１０期高齢者福祉計画・介護保険事業計画

及び第１期認知症施策推進計画を策定していきますが、本日の公述人の皆様にお

かれましては、お忙しい中、御出席賜りまして誠にありがとうございます。 

  第９期の計画につきましては、介護予防の推進だったり、認知症施策の推進だ

ったり、人材確保など様々な課題があったわけですが、また先日は熊本で地震が

ありまして、地震の被害が災害関連死も出ているという状況の中で、わたしたち

の状況も考え他人事とは思わず、自分事として計画を立てていかなければならな

ないのではないかと考えております。 

本日の公聴会につきましては公述人の皆様から第１０期高齢者福祉計画・介護

保険事業計画及び第１期認知症施策推進計画に向けての御意見を拝聴し、それぞ

れの計画の参考にさせていただければと思っていますので、どうか忌憚ない御意

見をいただきますようお願い申し上げます。簡単にはなりますけども、私からの

挨拶は以上とさせていただきます。 

  本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

（小島美里委員長） 

  皆様こんにちは。本日は突然涼しくなりまして、がっくり体の疲れを覚えてら

っしゃる方もいらっしゃるかと思います。お忙しい中大変ありがとうございま

す。 

私第１期の認知症基本法に定められました認知症施策推進委員会の委員長を

仰せつかりました小島と申します。 

御存じのように２０２４年、令和６年になりますでしょうか。認知症基本法が

長い時間をかけて策定されました。これに基づきまして各自治体でも認知症基本

計画を作るということになりましたが、独立して作るやり方と、今回のように介

護保険計画の中に入れ込むという手法と二つ選択ございまして、新座市は一緒に

という形を選択いたしました。 

認知症施策につきましては私達の委員会で検討をすることとなりました。先日

第１回の委員会を開催いたしましたが、ありがたいことに認知症当事者の方も委

員の御参加もありまして、これから短い間ではありますけれども、しっかりとし

た検討をしていきたいと思います。 

御案内のとおり、介護保険計画、介護保険全体におきましても、認知症がある

ゆえにサービスを利用する方が、利用理由のトップに上っておりますし、超高齢

社会で皆様が何に対して御不安を持っているかといえば、認知症になってからの

ことという回答が必ず返ってきております。大変高邁な精神に貫かれた基本計画

ではありますが、私見ではありますけれども、なかなか介護保険と整合しない部

分もありますので、自治体の中でどこまでやれるかというとこはともかくとし

て、そこの溝を少しでも埋められるような計画ができるように今日の御意見も伺
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いながら進めてまいりたいと思います。 

実は前期まで私は公述人の席におりまして、今回そちらに座れないのも寂しい

なと思っておりますけれども、ほぼパーフェクトで毎回公述させていただいてお

りましたけれども、こちらで伺うことになりました。一層頑張って良い計画にな

りますように、力を尽くしたいと思いますので、皆様の御意見もしっかり伺わせ

ていただきたいと思います。本日はよろしくお願いいたします。 

 

２ 公述人の意見発表 

  注意事項について説明し、別紙「公述人一覧表」の順に、1人５分程度で意見

発表を行った。 

 

⑴ 公述人１ 

「増え続ける認知症にどう向き合うか」 

みなさんこんにちは。今日の公聴会の開催に当たって、発言の機会をいただき

ありがとうございます。 

私は今回あらたに加えられた認知症施策推進計画に関する今後の計画策定に

あたって意見を述べます。 

認知症発症の原因の一つとして加齢性難聴や環境の変化などによって突発性

難聴などが増加し、大きな社会問題になっています。難聴が原因で引きこもりに

なり、人との会話が減るなどが原因で認知症が増え続けていると言われていま

す。 

私は、４歳のときに中耳炎を発症し、貧困のために治療もできず、１５歳で左

耳の機能を完全に失ってしまいました。以後日常生活では、様々な困難を体験し

ました。人の集まる場所での会話に参加できない、友人、知人との会話も思うよ

うにできず、孤独感をいつも感じていました。こうした生活は、健全な右耳にも

負担がかかり、今では補聴器なしでは、家族同士での会話も思うようにできない

状態です。先ほどマイクを使用しなかった方の声は聞き取れませんでした。補聴

器を使用してもそういった状況です。 

補聴器を付けることは経済的負担も大変です。今まで３回補聴器を作り、７８

万円かかっています。しかし、耳鼻科の医師の適切な援助による補聴器の活用で

８５歳の今でも普通の生活を送り、地域で様々なボランティア活動も行っていま

す。 

今後も高齢化が一層進行し、難聴が原因でひきこもりや孤独感などで、認知症

が増え続けることは避けられません。しかし、難聴は防ぐことは出来なくても、

補聴器などの積極的活用で、多くの人がひきこもりや認知症を防ぐことが出来る

と言われています。医師の分析では、補聴器など補装具の適切な使用と経済的な

負担が軽くなれば、難聴などが原因の認知症は２割近く減らせることが出来ると

いわれています。 

本格的な補聴器の購入は、高額でなかなか手を出せない状況です。こうした状

況に多くの地方自治体が補聴器購入時の費用の助成に取り組んでいます。今、全

国では５５９市町村が何らかの補助を行っていると言われています。埼玉でも 

３９．８％、２５自治体が補助を開始し、他の市町村でも検討しています。新座

市では、市民団体などが署名運動に取り組み、市に対して懇談の申し入れをする

など積極的に行動を起こしています。また、議会でも再三取り上げられています。

しかし、当市は残念ながら消極低姿勢を崩していません。 

専門家の調査によると、難聴のある方の認知症発症リスクは、軽度難聴の場合
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約二倍、高度難聴の場合約五倍になると言われています。同時に今ある制度の活

用も大切です。障害者総合支援法という法律があります。この法律は、聴覚障害

等級のいずれかに該当した場合、お住まいの市区町村の障害福祉担当窓口へ申請

手続きをすることで補装具の費用が支給される制度です。 

今後、計画される策定委員会では、①補聴器購入時の費用の助成を行うよう提

言してください ②障害者総合支援法の活用を障害者に周知徹底してください。

現在は、ほとんどこのことが行われていないことはわかっています。 

最後に、政府が発表した「骨太の方針」で高齢者の保険料の３割負担化、介護

保険利用料の２割化などの一連の改悪は絶対に認めるわけにはいきません。なぜ

かと言えば、高齢者の受診抑制や、いわゆる「介護難民」の増加につながること

は明らかです。以上で私の発言を終わりにします。 

 

 

⑵ 公述人２ 

「高次脳機能障害に関する施策を盛り込むことについて」 

  月に１回高次脳機能障害の当事者や家族が集う居場所に取り組んでいます。当

事者家族が２０年以上も求めてきた高次脳機能障害者支援法が４月に施行され

ました。高次脳機能障害者支援法は、障害者が地域で切れ目なく自立・社会参加

できるよう、医療・生活支援・社会参加支援を包括的に整備する法律です。高次

脳機能障害は、外見からは分かりにくい見えない病気です。そのため、本人や家

族が困りごとを抱えていても周囲の理解が進まず、必要な支援につながりにくい

といった実態があります。当事者のＹさんは退院後、どこに相談すればいいか分

からず孤独感も感じていました。昨年行った高次脳機能障害理解促進セミナーに

参加して支援や居場所につながりました。理解促進セミナーは、私たち当事者家

族にとって貴重な場です。今後も継続していただきますようにお願いします。「医

療・リハビリ・生活支援・就労支援」のあらゆる段階で、支援が途切れない仕組

みづくりや施策を進めていただきたいと思います。 

一つ目に６５歳以上の第１号被保険者の方は、介護が必要になった原因が何で

あっても介護保険サービスが利用できますが、第２号被保険者の方は特定疾病に

該当しないと介護保険サービスを利用できません。私どもの会では、外傷の脳損

傷など６５歳前に診断された方が少なくありません。特定疾病に該当しない外傷

性脳血管疾患等による高次脳機能障害の方も、介護保険や認知症施策、例えば認

知症初期の集中支援チーム事業や高齢者見守りステッカーなどの施策の対象に

していただきたいと思います。また、高次脳機能障害のある方の居場所がないと

いう悩みをよく聞きます。認知症カフェ、高齢者いきいき広場などのような高次

脳機能障害の方の居場所づくりを施策に位置付けていただきたいと思います。 

二つ目に、市の職員、ケアマネジャー、相談支援専門員等の相談支援を担う職

員の方への研修を強化していただきたいと思います。高次脳機能障害を取り巻く

課題は多岐にわたります。関わり方や支援の方法などの専門性が求められていま

す。市の相談窓口やケアマネジャーは当事者家族にとって一番の相談相手です。

支援から取りこぼされないように支援者の皆様に対しての研修を強化してくだ

さい。 

三つ目は、専用の相談窓口を作ってください。高次脳機能障害の相談窓口、ま

たは高次脳機能障害支援コーディネーターを配置するなど相談先を明確にする

ことで、早期受診、早期対応につながることができます。見えづらい障害という

特性を加味した配慮をよろしくお願いします。以上です。 
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⑶ 公述人３ 

「介護保険の利用料２割負担の対象拡大について思うこと」 

昨年１０月、厚生労働省は「高齢化が進み、介護保険の給付費が年々増加して

いる」や「現役世代の介護保険料の負担が重くなっている」などを理由に、社会

保障審議会の介護保険部会で、現在「年金収入等２８０万円以上(６５歳以上が

一人世帯の場合)」の利用料２割の対象を拡大し、２３０～２６０万円程度まで

引き下げる案を示しました。 

政府の予算資料等では、第１０期介護保険事業計画が始まる２０２７年度まで

に、２割負担の所得基準の見直しについて結論を出すとされています。 

これを受けて、昨年の１０～１１月、医療や介護施設など全国約１，８００の

事業所が加盟する全日本民主医療機関連合会は、「介護保険・利用者負担見直し

案に対する緊急影響アンケート調査」を加盟事業所の在宅サービスの利用者や施

設入所者を対象として行いました。その結果が昨年１２月２６日、発表されまし

たので、御紹介させていただきます。 

在宅サービス利用者の回答は、利用者と家族合わせて１，７０２人でした。「も

し利用料が２割負担になったら、現在のサービスをどうしますか」との問いでは、

「サービスの利用回数や時間を減らす」が５４７人（３２．１％）と最多でした。

「いままで通り、利用を続けるために家計を切り詰める（食費などを削る）」が

５１３人（３０．１％）、「サービスの利用を中止する」が１１１人（６．５％）

という結果でした。また、施設入所者の回答は、利用者と家族合わせて１８４人

でした。利用料が２割負担になったら、「施設を退所する、もしくは退所を検討

する」が３７人（２０．１％）でした。 

この緊急アンケート調査の結果から、次の４点が明らかになったとしていま

す。 

① 物価高騰が続く中、１割負担の現在においても、必要なサービスの利用や

生活上困難を抱えている利用者が多数おられ、利用料の新たな引き上げが実

施されれば、在宅サービスの利用や施設入所の継続に支障をきたすケースが

多々出現することが見込まれる。 

② その結果、サービスが利用できないことで、利用者本人の身体的・精神的

状態が悪化し、介護度が上がり、家庭の介護負担や経済的負担の増大が予想

される。 

③ アンケート回答者の３割は、利用料が２割負担となったときも、在宅サー

ビス利用を減らせない、施設を退所できないため、食費などの生活費を切り

詰めて捻出せざるを得ないと回答している。 

④ 利用料が２割負担となっても支払いは可能だが、今後利用するサービスが

増えたときに、利用料を払いきれるかどうか将来に不安を抱えている利用者

がいることが示された。 

としています。 

このアンケート調査の結果は、新座市民にも同じようなことが推測されます。

介護保険事業計画の策定にあたっては、要介護者の実態に関する調査を行うこと

が必要と考えます。また、介護保険制度の実務全般を担っている保険者として、

新座市には是非、次の二点を国に要望していただきたいと思います。 

①「利用料２割負担の対象拡大」案の撤回を求めてください。新たな２割負担

引き上げの対象とされている年金収入等「２３０～２６０万円」の所得層は決し
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て経済的にゆとりがある層ではありません。物価高騰で家計の状態が年々悪化す

る中、仮に「配慮措置」を設けたとしても利用者負担を引き上げることは適切で

はないと思います。 

②介護保険財政(国庫負担割合)の見直しを求めてください。利用料２割負担の

対象拡大による財政効果は部分的なものにすぎません。介護需要の増大に応え、

行き届いた介護サービスを確保し、介護保険料を支払い可能な水準に抑えるため

には、介護保険財政における国庫負担割合を現在の２５％から段階的に引き上げ

ていくことが必要と思います。 

以上、いろいろと思いを申し上げました。第１０期介護保険事業計画の策定に

あたっては、利用者に寄り添った計画づくりをお願い申し上げます。ありがとう

ございます。 

 

⑷ 公述人４ 

「くらしサポーター活動の取り組みから見えてきたもの」 

  くらしサポーター活動の取り組みから見えてきたもの。医療生協さいたまくら

しサポーター制度は、２０１２年１２月に川口市で最初に開始されました。新座

くらしサポーター活動は、２０２１年６月にスタートして、今年で６年目に入り

ました。埼玉県には６３の自治体（市・町・村）があり、現在２０自治体で活動

中です。暮らしの中のちょっとした困りごとを、医療生協の組合員同士が助け合

う有償ボランティアです。 

スタート以来、新座市の高齢者相談センター（地域包括支援センター）のケア

マネジャーさんからの相談も多く、介護保険では利用できることとできないこと

があり、介護保険では利用できないことについてくらしサポーターへの相談依頼

のケースが多いです。内容は、特に多いのが掃除（お風呂場、トイレ、部屋）、

続いて調理・買い物代行・庭の手入れ・病院内の付き添い・ゴミ出し等の順にな

ります。一か月平均の援助回数は約３０回から４０回、援助時間は３０時間から

５０時間未満になります。 

最近では、介護保険で利用できるサービスだけでは足りない状況が出てきてい

ます。残念ながら、先日も御夫婦で介護認定を受け、複数のサービスを利用され

ていましたが、限度額を超え自費が発生してしまい、息子様から施設に入るお金

がない、どれかサービスを減らさなければ厳しい状況だと話され、くらしサポー

ター支援が終了となり、心が痛みました。 

２０００年から始まった介護保険制度は、幾度かの改定を経て、私たちが利用

しづらいものへと変えられ、今後もさらに改悪が進められようとしているのでは

ないかと心配する利用者様とその家族。ますます高齢者の経済的負担を増やすこ

とは何としても中止させたいです。老いていく寂しさや、孤独、失望、いろいろ

な葛藤の中で生活している利用者様、そのような中、御自宅での生活を安心につ

なげるためにも、くらしサポーター活動がなくしては生活もままならない高齢者

が増えています。 

私たちは、介護保険制度の充実を願いつつ、今できることを、声を挙げて、困

っている人に手を差し伸べられる優しい社会を作るために、身近に支えられる、

安心できる、地域の支え合い活動に目配り、気配り、心配りを更に続けてまいり

ます。 

最後に、市民の声を聞き、利用者や家族に寄り添った計画づくりを強くお願い

いたします。以上です。ありがとうございました。 
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⑸ 公述人５ 

「補聴器購入費補助制度の導入について」 

  新座市３月市議会において、「障害者手帳のない成人に対する補聴器購入費補

助制度については、市単独での実施は考えておらず、国の動向を注視したい」と、

市長から極めて残念な答弁がありました。１０年以上前より複数の議員から、「高

齢の難聴者への補聴器購入費補助は、認知症予防や介護予防の観点から極めて重

要であり、当制度を創設すべきである」という意見が、繰り返し出されてきまし

た。それに対し、市長からは「他市の実施状況や効果を考慮しつつ、調査検討を

行っていく」と、以前は前向きな答弁もありましたが、３月市議会で「高齢者に

対する補助制度は、もう充実している」という発言があったことから、今後市単

独では制度を創設しないという結論になったものと思われます。 

新座市で検討した制度の詳細についてはよく分かりませんが、令和７年７月に

創設した春日部市の制度は、「住民税非課税世帯又は生活保護世帯の６５歳以上

を対象とし、１回限り２万円の補助」となっています。制度は自治体により異な

り、東京都港区では、「６０歳以上を対象とし、助成額は上限１４万４，９００

円。ただし、住民税課税者は購入額の二分の一、５年経過後、再度申請可能」と

いった難聴者に寄り添った制度となっています。補聴器は値段が高く、平均購入

額が２７万円という調査結果もあり、春日部市のような「１回限り２万円」の補

助では到底足りません。 

「耳が徐々に聞こえにくくなり、補聴器を使っているのですが、数年すると不

具合が生じます。現在３台目の補聴器です。５０万円以上の費用が掛かっていま

す。」という切実な声に背を向けないでいただきたいと思います。先ほど、公述

人１の方も７８万円かかったとおっしゃっていました。 

７５歳までの高齢者の約４割が難聴者で、難聴に気づかず、医師の診断を受け

たことがない人がその半分以上もいるとの調査報告もあります。このため、健康

診断などで定期的な聴力検査を受け、難聴と診断された場合は、聴力に合った適

切な補聴器を付けることが望まれます。 

新座市には、次のような補聴器の利用促進のための施策を実施するようお願い

いたします。 

まず、まだ耳の聞こえに問題がないと思っている人向けに警鐘を鳴らすための

講演会を定期的に行うことです。その内容は、初期の難聴は気付かないことが多

く、放置すると認知症の原因となること、そうならないために日頃から耳の聞こ

えに関心を持ち、積極的に聴力検査を受け、適切な補聴器を早期に付けることが

有効であることなど、聞こえに関する啓蒙を目的とするものです。合わせて、特

定健診などの際に、希望者には聴力検査が実施できるような体制を確立するよう

お願いいたします。 

次に、聞こえにくくなり、コミュニケーションが取れなくなってしまった難聴

者に対する相談会などを定期的に行うことです。耳鼻科医師や言語聴覚士、認定

補聴器技能者などの専門チームによる相談体制が望まれます。 

そして、充実した補聴器購入費補助制度の創設による補聴器購入の促進です。

冒頭申し上げたとおり、市単独での制度実施は考えていないとのことですが、実

施に向けた前向きな検討をぜひお願いいたします。 

最後に、ヒアリングループの活用促進についてです。補聴器・人工内耳を使用

されている方が、音声をはっきり聞けるようにするヒアリングループという装置

があります。新座市には、市民会館、ふるさと新座館、福祉の里に設置されてい

ますが、ヒアリングループを普及させ、難聴者の社会参加を促進する必要があり
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ます。市役所窓口にヒアリングループを設置する、公民館などに貸出すための携

帯用ヒアリングループを用意する、にいバス（新座市コミュニティバス）の車内

にヒアリングループを設置するなどにより、補聴器を買って良かったと実感でき

る環境をぜひ整備するようお願いいたします。 

以上となりますが、補聴器購入費補助制度の導入と、耳の聞こえに関する講演

会、特定健診などにおける聴力検査、難聴者に対する相談会、市役所窓口などへ

のヒアリングループ設置といった総合的な施策により、適切な補聴器の利用促進

を図るようお願いいたします。御清聴ありがとうございます。 

 

３ 閉会 

  いきいき健康部長から、閉会の挨拶 

 

（いきいき健康部長） 

  皆様こんにちは。本日は大変お忙しい中お集まりをいただきまして、ありがと

うございました。御意見を発表してくださいました公述人の皆様、大変貴重な御

意見をありがとうございました。 

  本日は大変幅広いテーマに渡りまして、発表していただきました。いずれもと

ても関心の高いテーマについての御発表だったと思っております。今後の計画策

定の参考にさせていただきたいと存じます。ありがとうございました。 

  それから、この場をお借りして山口委員長そして小島委員長をはじめとする委

員の皆様に感謝を申し上げます。今年度は計画策定の年ということで、皆様には

市役所に何度も足をお運びいただいて、これから審議をしていただきますので、

引き続きどうぞよろしくお願いいたします。それでは皆様、本日は誠にありがと

うございました。 

 

 

 


